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One of the most important things which should be explored in Maintenance Science is to make clear a 

structure and system of maintenance or maintenance activities. This study considered similarities between 

maintenance and emergency response in nuclear power plants from the viewpoint of Maintenance Science. 

As a result of consideration, this study showed the followings. 

(1) There are similarities between maintenance and emergency response in nuclear power plants 

(2) Considering based on the similarities between the both, there is a possibility of enabling to improve 

maintenance by using knowledge on emergency response, and vice versa. 

 

Keywords: Maintenance Science, Maintenance Structure, Maintenance Plan, Emergency Response Plan, 

Similarity, 

              

１．緒言 

自然科学は過去、現在を定量的に記述し、評価できるの

は勿論のこと、将来を予測できることがその際立った特

徴である。一方、保全は運転時間の経過とともに経年劣

化が進行する機械系とその経年劣化を修復する人間系の

間に展開される活動であると見ることができる。この機

械系と人間系を含む全体系を俯瞰し、これを保全場にお

ける保全現象と捉えて、これに自然科学的手法を適用す

れば、保全現象を予測できるようになり、それによって

最適な保全の方法を導出できるようになる可能性がある。

このような考え方を採り、保全の構造と体系を整理した

上で、保全活動を定量的に記述し、保全計画の最適化を

志向する試みが既に提案されている[1]。また、本提案を踏

まえて、保全の構造と体系について分析･整理するととも

に、保全科学的な物の見方、想像力の活かし方について

検討した例がある[2]。ここではこのような保全の見方、捉

え方をベースに、保全を自然科学的に記述し、予測する

学術を「保全科学」と呼ぶこととする。 

本検討では、上記の提案等を踏まえて、原子力発電所に

おける平時の保全活動と事故時の対応との間に類似性が

あることを保全科学の観点から分析･整理し、その結果を 

 

 

 

踏まえて両者の不十分な部分を強化する内容について検

討する。 

２．保全と事故対応の類似性 

2.1保全の構造体系と主要要素 

参考文献[1]によると、Fig. 1は保全の構造体系全体を

俯瞰したものであり、この図の説明が次のように述べら

れている。 

(1) 保全が展開される場において生起する現象、すなわち

保全現象は、機械系で生じる劣化等の自然現象と人間

系がもたらす劣化修復やヒューマンエラー等の人為

現象の相互作用と見ることができる。 

(2) 保全サイクル PDCA は、保全法則に従ってプラント

システム全体の安全性と経済性を一定の条件下で同

時に最大化を志向し、両者をバランスさせるための活

動、すなわち保全最適化のための活動と見ることがで

きる。 

(3) プラントシステム（機械系）は、膨大な数の機器から

成っており、個々の機器が故障（機能喪失）しても必

ずしもプラント全体としての機能は喪失しない。した

がって、個々の機器の故障発生確率を前提として、プ

ラントシステム全体としての機能（安全性と経済性

(生産性））をできるだけ高度に維持できるように個々

の機器を保全するのが合理的である。保全科学はこの

ようなシステムの機能を定量的に記述し、条件が与え
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られれば、その条件下でプラントシステムがどのよう

に機能するか、そのパフォーマンスを予測する方法を

提供するものでなければならない。あるいは、与えら

れた条件を満たす保全の最適解を導出できるもので

なければならない。 

(4) 保全計画は、保全対象機器にどのような内容の保全タ

スクをどのタイミングで実施するかを規定するもの

であるので、当該機器の保全後のパフォーマンスに大

きな影響を与える。また、この保全計画の内容は、機

械系で生じる劣化等の自然現象をどの程度正確に把

握しているか、その把握の現状を踏まえて決定される。

したがって、劣化等がどの部位でどのように発生･進

展するか、その把握の正確さや定量的予測評価の精度

といった技術レベルが保全計画の適切さを決定して

いると言ってもよい。 

(5) 人間系は、機械系で生じた劣化等を修復する役割ある

いは機能を持つ。時にインセンティブを与えれば、最

高度の正確性と迅速性を持って保全タスクを遂行す

るが、その一方でヒューマンエラーを犯すこともある

という特性を持つ。このような特性を持つ人間系によ

る保全行為によって機械系に与える変化を、機械系の 

 

 

自然現象に対して人為現象と見ることができる。人間

系は人間社会を背景に持っており、そこからの影響を

強く受けることがある。 

(6) 保全遂行能力は、保全計画で予め定められた保全タス

クを如何に正確かつ迅速に実行できるかという能力

であるので、これも当該機器の保全後のパフォーマン

スに大きな影響を与える。この能力は、機械系で生じ

た劣化等を修復し、時にヒューマンエラーを犯す可能

性のある人間系の能力であり、機器の保全後の状態を

決める重要なファクターである。 

2.2 事故対応の構造体系と主要要素 

平時における保全は、前述のように、機械系で劣化が生

じ、その結果として機械系の各種機能が低下し、その機

能低下を人間系が修復する活動であるが、これに対し、

事故時における対応は、何らかの起因事象を切っ掛けに

事故状態（設計条件を超える状態）が発生して機械系の

機能低下が生じ、その機能低下を人間系が修復し収束さ

せる活動であるということができる。 

事故がどこから発生してどのように進展するかを、あ

る程度予測できれば、それにいつどのように対処すれば 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 Fig.1 Fundamental Structure of Maintenance Science 
[2]
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事故を収束できるか、予め対策を検討しておくことがで

きる。すなわち、事故対応計画（緊急時計画）が必要で

ある。また、その事故対応計画が決まっていても、それ

を具体的行動に結び付ける対応マニュアルや緊急時の組

織･体制･陣容、構成員の能力、資機材等が準備されてい

なければ、適切な対処を正確かつ迅速に実施できない。

すなわち、緊急時対応の遂行能力が必要である。 

以上、述べたことは完全にプラントの保全と対応する内

容である。さらに詳細を含めてこれを図示すると、Fig.2

のようになる。 

2.3保全と事故対応の類似点と相違点 

前項で述べたように、保全と事故対応の間には対応する

ものがあり、類似性があると考えられる。そこで、以下

に両者の間の類似点を整理するとともに、その類似性の

ポイントを深く把握するため、逆に相違点も整理してみ

る。 

まず、類似点として下記があげられる。 

(1) 保全の目的は機械系の供用期間中における安全性と

経済性の確保である。一方、事故対応の目的は安全性

の確保である。したがって、両者は安全性の確保とい

う共通の目的を持っていると言える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 保全において劣化が発生進展し安全機能が失われつ

つある機械系とそれを修復する人間系の関係は、事故

状態になりつつある、あるいは事故状態にあって安全

機能が失われつつある機械系とそれを修復、収束させ

ようとする人間系の関係に類似している。すなわち、

平時において機械系を設計通りに機能させるように

維持するのは人間系による保全管理であるが、一方、

事故時における緊急時対応、すなわち、発生する機械

系の異常な運転状態を収束させる対応と安全機能低

下を補う対応は、有事における人間系による保全活動

であると考えることができる。 

(3) 機械系における劣化の発生・進展に対応して立案する

保全計画は、対象機器、保全タスク、実施時期の３要

素で決定されるが、事故対応計画も、対象であるプラ

ント、事故対応タスク、事故対応時期の３要素で決定

されると考えられるので、両者は類似している。 

(4) 保全計画に従って実施する保全作業の保全遂行能力

は、作業要領書、実施体制/要員、使用資機材の３要

素で決定されるが、事故対応の遂行能力も、事故対応

マニュアル、実施体制/要員、使用資機材の 3 要素で

決定されると考えられるので（Fig.2）、両者は類似し

ている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 Fig.2 Relation between Composing Elements of Maintenance and Emergency Response 
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(5) Fig.1 に示されているように、保全活動は、保全サイ

クルPDCAを構成していると考えられる。すなわち、

劣化等の発生・進展の予測をベースに、対象機器の検

査・モニタリングを計画し（P）、それを実行するし（D）。

そして、結果を、やはり劣化等の発生・進展の予測を

ベースに評価し（C）、必要に応じて対象機器に是正措

置を加える（A）。これに対して、事故対応も保全と同

様、PDCA のサイクルを構成していると考えられる。

すなわち、事故の発生・進展の予測をベースに、プラ

ント状態/機器状態を確認するためモニタリングを計

画し（P）、それを実行する（D）。そして、その結果

を、事故の発生・進展の予測をベースに評価し（C）、

必要に応じてプラント状態に対処する（A）、というも

のである。（Fig.3） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(6) 保全にはプラント停止中に実施する保全とプラント

運転中に実施する運転中保全（On-line Maintenance）

がある。一方、事故対応はプラントに動きあるいは変

化がある時に実施する。両者ともプラントに動きある

いは変化があり、その時の安全リスクを勘案しながら

行動するという意味で類似している部分がある。ただ

し、後述するように、同時に相違点もある。 

以上のように、保全と事故対応との間には類似点がある

が、一方で下記の相違点をあげることができる。 

(a) 保全は比較的長時間をかけて進行する劣化を相手に

しているので、PDCAの各ステップを、時間をかけて

実施できる。一方、事故対応はPDCA の各ステップを

短時間のうちに、しかもプラント状態が収束するまで

繰り返し実施する必要に迫られる場合がある。すなわ

ち、プラントまたは系統機器の状態をモニタする計画

を立案する暇がなく、モニタを開始し、その結果に基

づき、間髪を入れずに対処する必要がある場合が想定

される。 

(b) 保全の対象である劣化はこれまでの運転経験からそ

の種類とおおよその特性が分かっており、ある程度、

予測できるのに対し、事故対応の対象である事象はプ

ラントを構成する膨大な数の機器のうち、どの機器に

故障あるいは機能喪失が発生し、事故に発展していく

か、そのシナリオが無数に考えられる。 

(c) 前述のように、事故対応は運転中保全と類似している

面があるが、運転中保全は安全リスクを許容できる程

度に低く抑えられる場合に実施するので、事故対応と

まったく異なるとも言える。 

３．考察 

前述のように、プラントの保全と事故対応には類似点と

相違点がある。これらの点を踏まえ以下に考察を加える。 

(1) 事故対応のPDCA 

前述のように、事故対応にも PDCA サイクルがあると

考えられる。すなわち、事故状態になりつつある、ある

いは事故状態になっているプラントの状態をモニタし

（D）、その結果に基づき迅速に判断して対応を取る（A）、

さらにその対応によるプラント/機器の反応をモニタし

（D）、その結果に基づき迅速に判断して対応を取る（A）、

というサイクルである（Fig.4）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

このように、事故発生時の対応は、時間的余裕が少なく、

短時間のうちに判断する必要があるので、あたかもどこ

をどのようにモニタするか計画せずに、あるいはモニタ

結果を評価せずに事故時対応を行っているように見える

かもしれない。しかしながら、どこをどのようにモニタ

するかを考えないで（P を実施せずに）モニタを実施し

たり、モニタ結果に基づきプラント/機器の状態を評価も

せずに（C を実施せずに）闇雲に対応を取ったりするこ

とはない。当然、P も C も実施しているが、それらを瞬

時に実施していると見るべきである。言い換えると、有

事において瞬時に判断できるように、P と C に関連する
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事項は瞬時に実施できるように、予め事故シナリオを想

定した上で類型化し標準的な対応を定めて実行できるよ

うにしておく必要がある、ということである。あるいは、

そのような判断ができる人材を育成しておく必要がある、

ということである。 

最近、レジリエンスという言葉を聞く。レジリエンスと

は、一般的に「復元力、回復力、弾力」などと訳される

言葉で、近年は特に「困難な状況にもかかわらず、しな

やかに適応して生き延びる力」「リスク対応能力・危機管

理能力」という意味で使われる。また、レジリエントな

システムには、{対処、モニタ、予見、学習}の４機能を持

っていることが必要とされている[3]。 

 ｢対処」は現在の状況に対し何をすべきか知っている

こと 

 ｢モニタ｣はどんな事柄に注意を向けて監視すべきか

知っていること 

 ｢予見｣はどんな脅威が生じ得るかを推測できること 

 ｢学習｣は経験された事象から教訓を抽出できること 

上記の「対処」と「モニタ」は Fig.4 のそれらに対応す

ると考えられる。「予見」はプラントで発生している事象

を予測しモニタ計画を立案･実施すること、あるいはモニ

タした結果を踏まえプラント状態を評価し対処計画を立

案・実行することに対応すると考えられる。また「学習」

は事故対応サイクルPDCA全体の経験から得られる教訓

を学ぶことと解釈できる。以上を図示すると、Fig.5に示

すようになる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Fig.5から「予見」はプラントの状態がどのように推移

していくのか、それに伴いプラントのどこにどのような

症状が現れるか、などを予測し、それが間違いないこと

をどこのどのようなパラメータで確認するか、を判断す

ることであることが分かる。また、そのパラメータの確

認結果に基づき、予測と現実の差を確認し対処方法を決

断することであることが分かる。このように、事故対応

はプラント状態がどのように推移していくか、その事故

シナリオを如何に正確に予測するかに懸かっている。平

時の保全が劣化の発生･進展を如何に正確に予測するか

に懸っていることと対応する。 

(2) 事故シナリオの想定 

事故は機械系の一部機器に安全性に係わる事象が発生

しそれが進展して機械系の安全機能を低下させ、その結

果、人命や財産、環境などへ悪影響を及ぼす事態にまで

発展したものである。前項の議論からすると、その事故

シナリオを正確に、しかも網羅的に想定できれば、完璧

な事故対応ができると考えられる。 

しかしながら、この起因事象が明確で、事故への発展過

程も特定される事故事象のシナリオは一般に多種多様で

あり、全てを網羅的に予測することは困難であり、した

がって、それら全てに対する対策を講じるのは事実上、

不可能である。これに対応する方法としては、下記の 2

つの方法が考えられる。 

① 起因事象を特定しない事故対応アプローチ 

この起因事象を特定しないアプローチとは、炉心損傷

事故につながるような不安全な状態を最初に考え、その

上でそのような状態を回避するための具体的な対策を抽

出するアプローチである[3]（Fig.6）。たとえば、原子力発

電所の炉心損傷頻度の大部分を占める｢原子炉冷却機能

喪失」や「全電源喪失」のような状態をシミュレーショ

ンし、それに対応できる対策を講じるという方法である。

このような方法であれば想定外の事象を最小限にするこ

とができる。 

②事故時のプラント挙動に沿った事故対応アプローチ 

原子力発電所の機器は、原子力安全の観点からクラス１，

２，３およびノンクラスの４つの安全重要度にクラス分

類されており、この重要度に応じて設計、製作、据付さ

れ、運転および保全されている。これは有限なリソース

を有効に活用して安全性を高く維持する方法として重要

である。 

一方、原子力発電所の事故は、起因事象から事故への発

展過程には一定の流れがあるので、この流れに沿って系

統機器の重要性を評価し、その結果を踏まえて平時の保

全や緊急時の対応を検討しておくことも極めて重要であ

る。例えば BWR の場合、起因事象が発生し原子炉が停

止、隔離されると、条件によって異なるが、基本的には

原子炉隔離時冷却系（RCIC）が作動し、原子炉水位が低

下している場合は高圧あるいは低圧の ECCS、そして残
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and Four Functions of Resilient System 
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留熱除去系（RHR）が順次作動して原子炉状態を冷温停

止状態へ移行させ、安定を維持する[4]。ここで重要なこと

は、下記の２点である。 

 事故時のような緊急事態では、このような事故収束の

過程において短時間での判断と是正措置の実行を迫

られるので、何らかの方法によってできるだけ時間的

余裕を確保すること 

 RCIC、ECCS、RHR など、系統単位で機能が維持さ

れる必要があるということ、すなわち、各系統を構成

している機械、電気、制御、土建の各設備が健全であ

ること、あるいはバックアップがあることなどにより

必要時に機能を発揮できること 

この点、RCIC が正常に機能すると、原子炉水位を維持

できるので十分な時間的余裕を確保でき、その間に仮設

電源の確保等の臨機応変な対応が可能となる。したがっ

て、RCIC タービン駆動ポンプのバックアップやマニュ

アル運転を可能とする等の信頼性向上対策は、他の安全

設備以上に大変重要であると見ることが可能である。設

備の重要度をこのような視点から評価し、その重要度に

応じて平時の保全を計画、実施することは重要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（文献[3]より引用） 

Fig.6 Approach for not specifying initiating events 

(3) 機器劣化と事故対応 

上記(3)の議論において各系統あるいは機器の機能が発

揮されることは事故収束に不可欠であるが、機器にき裂

等が発生し劣化していたとしても機能を維持できる範囲

内であれば特に問題とならない。この観点から機器に発

生する劣化モードを見ると、機器に急激な機能喪失をも

たらす可能性のある劣化モードに配管減肉、照射脆化、

ケーブル絶縁低下がある（Table 1）。 

以上のような観点を考慮して短時間のうちに機器を機

能喪失させる可能性のある配管減肉（FAC）、照射脆化、

ケーブル絶縁低下については、十分注意して平時の保全

を計画、実施することも重要である。 

Table 1 Degradation Modes Causing Sudden Function Loss 

№ 劣化モード 
機器を急激に機能喪失させる 

可能性の有無 

1 応力腐食割れ 

無：基本的にLBBが成立する。あるいは、
LBB の成立する範囲では構造強度あ
るいは冷却材保持機能が喪失するこ
とはない。 

2 疲労割れ 無：同上 

3 配管減肉 
有：全面腐食が高じると不安定破壊により

炭素鋼配管の冷却材保持機能が完全
喪失する可能性あり。 

4 照射脆化 
有：脆性破壊により原子炉容器の冷却材保

持機能が完全喪失する可能性あり。 

5 ｹｰﾌﾞﾙ絶縁低下 
有：絶縁破壊または溢水等の要因により電

動機器あるいは制御機器が突然機能
喪失する可能性あり。 

6 ｺﾝｸﾘｰﾄ劣化 
無：基本的に急激な機能喪失をもたらす劣

化モードはない。 

４．まとめ 

本検討において下記の結論を得た。 

(1) 平時に実施する保全活動と有事における事故対応の

間には類似性がある。 

(2) その類似性を踏まえ、平時の保全から有事の保全（事

故対応）を見つめ直し、逆に有事の保全から平時の保

全を見つめ直すことにより、両者の不十分な部分を知

り、それを強化できる可能性がある。 
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